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第１ 要項の趣旨 

 

この長野県信濃学園（以下「信濃学園」という。）指定管理者募集要項は、信濃学園の管理に関

して、障害者福祉の増進と経費の節減等を図るため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244

条の２第３項及び児童福祉施設条例（昭和39年長野県条例第27号。以下「条例」という。）第６条

の規定により、指定管理者の公募を行うため必要な手続等を定めたものです。 

 

第２ 施設の概要 

 

１ 名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

長野県信濃学園 松本市波田4417－８ 

 

２ 設置目的 

児童の福祉を目的として、障がい（主に知的障がい）のある児童を入所させて、これを

保護し、日常生活の指導を行い、並びに独立自活に必要な知識及び技能を付与する。 

 

３ 施設の規模等 

開設年月 昭和26年４月（昭和59年12月に現在地へ移転） 

定員 30人 

建物構造等 
敷地面積 12,105.75㎡ 

鉄筋コンクリート造平屋建他   建物面積 3,328.85㎡ 

居室（現状） 

東寮（１人用６室）、西寮（１人用６室）、 

南寮（１人用４室、２人用５室）、 

こまくさ寮（１人用４室）、 

主な施設 
作業室、訓練室、食堂、家庭生活室、トイレ、洗面所、浴室、 

保健室、静養室、大洗濯室 等 

 

第３ 基本的な管理内容 

 

１ 指定管理者が行う業務の範囲 

指定管理者が行う施設の管理の基本的な内容は、次のとおりです。 

なお、詳しくは「長野県信濃学園管理業務仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照してく

ださい。 

(1) 入所者の入所に関する業務 

(2) 入所者に対する保護 

(3) 入所者に対する日常生活の指導 

(4) 入所者に対する独立自活に必要な知識技能の付与 

 (5) 施設及び設備の維持管理 

(6) 信濃学園の利用に係る料金(以下「利用料金」という。)に関する業務 

(7) 前各号に掲げる業務に附帯する業務 
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２ 指定期間 

令和３年４月１日から令和８年３月31日までの５年間の予定です。 

なお、この指定期間は、県議会の議決が必要なため県議会の議決後に決定します。 

 

３ 利用料金 

信濃学園の利用料金は、条例第14条第２項の規定により利用料金制を採用していますので、

施設の利用料金については、指定管理者の収入として収受することができます。 

 

４ 県が指定管理者に支払う指定管理料 

県は、毎年度の予算の範囲内で施設の管理に必要な経費を指定管理料として指定管理者に支

払います。具体的な金額は、公募時に提案いただく事業計画書（収支計画書）の金額に基づき、

指定管理者と県が協議した上で、別途締結する年度協定で定めます。 

なお、県が指定期間中に支払う各年度の指定管理料の上限額は、下表のとおりです。応募に

当たり、事業計画書（収支計画書）における各年度の指定管理料は、下表の指定管理料上限額

を下回る額での提案を求めます。 

年度 指定管理料上限額 

令和３年度 181,424千円 

令和４年度 181,424千円 

令和５年度 181,424千円 

令和６年度 181,424千円 

令和７年度 181,424千円 

※１ 実際に支払われる指定管理料は、指定管理者が応募時に提示した額ではなく、これを上

限として、指定管理者と県が協議した上で、毎年度の予算編成において確定します。（年度に

よっては指定管理者の提示金額に満たない場合があります。） 

 

５ 剰余金の取扱い 

指定管理者は、指定期間終了後において、剰余金（指定期間中の総収入額が指定期間中の総

支出額を超える場合におけるその超える部分の金額）が生じ、剰余金が指定期間中の総収入額

の５％に当たる額を超える場合には、剰余金と指定期間中の総収入額の５％に当たる額の差額

の２分の１の額を、県に納付するものとします。 

 

６ 管理の基準 

信濃学園の管理の基準は、仕様書を参照してください。 

 

７ 関係法令等の遵守 

信濃学園の管理に当たって遵守する関係法令等は、仕様書を参照してください。 

 

８ 個人情報の保護 

個人情報の取扱いについては、個人情報保護法（平成15年法律第57号）及び長野県個人情報

保護条例（平成３年長野県条例第２号）のほか、仕様書を遵守してください。 
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第４ 申請の手続き 

 

１ 応募資格 

信濃学園の指定管理者に応募できる者は、次の(1)から(5)までの全ての要件を満たす法人で

す。 
 

(1) 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人であって、県内に事務

所を有する者であること。 
 

(2) 地方自治法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消され、その取消しの

日から２年を経過しない者でないこと。 
 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく更

生手続開始の決定又は再生手続の開始の決定があった者でないこと。 
 

(4) 県税その他の租税の滞納がない者であること。 
 

(5) 法人の役員に次のいずれかに該当する者が含まれていないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなる

までの者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号

に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

 

２ 募集要項の配布 

(1) 配布期間 

令和２年７月13日（月）～ ８月31日（月）（土曜日、日曜日を除く。） 
 

(2) 配布場所 

長野県健康福祉部障がい者支援課管理係(下記第９のとおり) 

また、申請書等は、以下の障がい者支援課のホームページからダウンロードできます。     

https://www.pref.nagano.lg.jp/shogai-shien/kenko/shogai/shogai/joho/kanrisha/ind

ex.html 

 

３ 募集に関する質問 

(1) 質問受付期間 

令和２年７月13日（月）～ ８月31日（月）（土曜日、日曜日を除く。） 

 
(2) 質問方法 

質問書（「指定管理者申請様式集」（以下「様式集」という。）様式第９号に記入の上、下記

第９の連絡先まで郵送、ファクシミリ又は電子メールにより送付してください。 
 

(3) 回答方法 

郵送、ファクシミリ又は電子メールにより個別に回答するほか、障がい者支援課のホーム

ページに掲載します。 
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４ 現地説明会の開催 

(1) 開催日時 

令和２年８月５日（水） 午後１時30分～午後４時 

(2) 開催場所 

信濃学園 会議室 

(3) 申込方法 

現地説明会参加希望書（「様式集」様式第10号）を、下記第９の提出先まで郵送、ファクシ

ミリ又は電子メールにより送付してください。 

(4) 申込期限 

令和２年７月29日（水） 午後５時 

 

５ 申請書類の受付 

(1) 受付期間 

令和２年７月13日（月）から ８月31日（月）（土曜日、日曜日を除く。）の 

午前９時から午後５時まで 

(2) 提出方法 

下記第９の提出先に持参又は郵送（８月31日必着）してください。（ファクシミリ、電子メ

ールでの提出はできません。） 

 

６ 申請書類 

申請に当たっては、次の書類（様式第９号及び第10号を除く。）を提出してください。 

【提出部数】 ８部（正本１部 副本７部（副本は写しで可）） 

【申請様式】 様式集による 

申  請  書  類 様 式 特記事項 

(1) 指定管理者指定申請書 第１号  

(2) 団体概要書 第２号  

(3) 事業計画書 第３号  

(4) 収支計画書 第４号  

(5) 再委託予定調書 第５号  

(6) 職員配置計画書 第６号  

(7) 主要業務実績書 第７号  

(8) 応募者が条例第９条６号に該当する旨の誓約書 第８号  

(9) 添付書類   

 

 

 

 

 

 

 

① 定款及び登記事項証明書又はこれらに準じるもの  

② 申請の日の属する事業年度の前３年の各事業年度における応募者

の事業の状況を記載した書類、貸借対照表及び損益計算書若しくは

収支計算書又はこれらに準ずるもの 

 

③ 申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における応募者の事業

の実施及び収支に係る計画を記載した書類 
 

④ 役員の名簿及び履歴書  

⑤ 申請に関する意思の決定を証する書類  

⑥ 納税証明書（法人税、消費税及び地方消費税、長野県税）  
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７ 申請にあたっての留意事項 

(1) 無効又は失格 

次の事項に該当する場合は、当該申請は失格又は無効になることがあります。 

ア 申請書類の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき 

イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

ウ 虚偽の内容が記載されているもの 

エ 本県職員及び本件関係者に対して、本件応募についての不正な接触の事実が認められた

とき 

オ 申請資格を有していないことが判明したとき 

カ その他不正な行為があったと県が認めたとき 

(2) 申請は、１団体につき１申請とします。 

(3) 提出された書類の内容を変更することはできません（軽易なものは除く）。 

(4) 提出された書類は返却しません。 

(5) 申請に係る経費は、すべて応募者の負担とします。 

(6) 申請時における各応募者の事業計画書は、長野県情報公開条例（平成12年12月25日条例第

37号）の規定による請求に基づき公開することがあります。 
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第５ 指定管理者の候補者の選定 

 

１ 選定方法 

指定管理者の候補者は、「健康福祉部指定管理者選定会議」（以下「選定会議」という。）にお

いて採点を行い、県が選定します。 

なお、応募者が多数であった場合は、選定会議による候補者選定の前に予備採点を行い、選

定会議の採点対象とする者を選定する場合があります。 

予備採点を実施する場合の日程及び採点結果は、別途書面で通知します。 

 

２ 選定基準 

指定管理者を選定する際の評価項目、評価内容及び配点は次のとおりです。 

評価項目 採点書類 評 価 内 容 配点 

施設の運営

方針の内容 

・事業計画書 ・運営方針は施設の設置目的や県の基本的考え方に合

致しているか。 

・利用者の地域生活移行に対する取組は十分か。 

・地域や関係機関等との連携が図られているか。 

20 

収支計画の

内容 

・事業計画書 

・収支計画書 

・事業計画と整合のとれた適切な収支計画であるか。 

・効率的な運営計画に基づき適正に積算されているか。 

・人件費、物件費等管理に要する経費は妥当か。 

10 

指定管理料 ・事業計画書 

・収支計画書 

・指定管理料の上限額に対する縮減程度はどのくらいか。 

 評点 ＝ 配点 × 最低価格 ÷ 応募価格 

10 

サービスの

内容 

・事業計画書 

・収支計画書 

・職員配置計画書 

・主要業務実績書 

・利用者のニーズに応じた支援内容の充実について取

組は十分か。 

・利用者へのサービス向上の取組みは十分か。 

・利用者や保護者の意見や第三者の評価を施設運営に

反映させる仕組みを講じているか。 

・利用者からの苦情を解決する仕組みは適切か。 

・障がい児の入所支援等に必要な知識及び技術を有し

ているか、または実績や経験を有しているか。 

30 

施設管理の

内容 

・事業計画書 

・収支計画書 

・職員配置計画書 

・再委託予定調書 

・施設管理は安全かつ適正なものか。 

・危機管理体制が確立されているか。 

・職員体制は適切か。また、障がい者の雇用に配慮し

ているか。 

・職員の専門的知識及び技能を向上させる研修体制は

講じられているか。 

・個人情報の保護対策は万全か。 

・環境に配慮した管理運営となっているか。 

・効率的な施設管理を行い、管理経費の縮減に対する

取組が認められるか。 

20 

安定的な経

営基盤の内

容 

・団体概要書 

・定款､登記簿謄本 

・貸借対照表､損益

計算書､収支計算

書 

・必要な資格要件を満たしているか。 

・財務状況は健全か。 

・経営基盤が安定しており、計画に沿った管理を行う

能力を有しているか。 

・類似施設の経営実績や経験を有しているか、または

経営に必要な知識及び技術を有しているか。 

10 

合 計   100 
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３ 選定結果の公表 

選定会議における採点結果、指定管理者候補者の選定結果等については、「指定管理者制度に

関するガイドライン」に基づき、長野県のホームページで公表します。 

なお、公表する内容は、応募者の氏名、応募者ごとの採点結果（評価点数を含む。最上位者

以外は匿名表示）、指定管理者候補者の名称及び選定理由等とします。 

 

第６ 指定管理者の指定及び協定の締結 

 

１ 指定管理者の指定 

指定管理者の候補者は、長野県議会の議決を経て指定管理者となります。 

 

２ 協定の締結 

県は、指定管理者との間で、指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と、年

度ごとの事業実施に係る事項を定めた「年度協定」を締結します。 

(1) 基本協定 

ア 指定管理者の責務に関する事項 

イ 指定期間 

ウ 業務に関する事項 

エ 管理する施設及び備品に関する事項 

オ リスク分担に関する事項 

カ 指定管理料に関する事項 

キ 事業計画等の提出に関する事項 

ク 定期報告書及び事業報告に関する事項 

ケ 満足度調査に関する事項 

コ 個人情報の保護に関する事項 

サ 緊急時の対応に関する事項 

シ 指定の取消に関する事項 

ス 業務の引継ぎに関する事項 

セ その他 

(2) 年度協定 

ア 当該年度の事業の実施に関する事項 

イ 指定管理料に関する事項 

ウ その他 

 

３ 利用者のサービス水準の確保 

指定管理は、利用者に対するサービスの向上を図るため、仕様書を参考に、利用者に対する

利用者満足度調査及び外部の審査員を入れた評価委員会等によるサービス内容等の評価を実施

するものとします。 

県が利用者のサービス改善を図る必要があると認めた場合は、指定管理者に対して改善指導

を行うことがあります。 

また、一定期間を経てもなお改善が見られない場合は、指定期間が満了する前であっても、

指定を取り消す場合があります。 
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４ その他 

(1) 指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項のいずれかに該当したときは、県は、指

定を取り消し、協定を締結しないことがあります。 

ア 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、事業の履行が確実でないと認められると

き。 

イ 著しく社会的な信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められる

とき。 

(2) 指定期間開始前に行う引継ぎ、職員研修等に要する費用は、指定管理者の負担とします。 

 

第７ 想定されるリスク等 

 

県と指定管理者との間におけるリスク分担については、仕様書を参照してください。 

 

第８ 募集から指定までのスケジュール 

 

募集から指定管理者の指定までのスケジュールは、次のとおりです。 

令和２年７月13日   指定管理者公募開始 

８月５日   現地説明会 

８月31日   指定管理申請書類の提出期限 

９月中旬   指定管理者選定会議 

11月下旬   議会に議案提出 

12月下旬以降 指定管理者との打ち合わせ、引継ぎ 

令和３年３月     協定の締結 

４月から   指定管理者による管理開始 

 

 

第９ 問い合わせ先及び書類提出先 

 

指定管理者の募集に関する問い合わせ先及び申請書類の提出先は、次のとおりです。 

〒380－8570 （住所記載不要） 

長野県 健康福祉部 障がい者支援課 管理係 

課 長  髙池 武史 

担 当  正木 友華 

電 話  026-235-7103（直通） 

ＦＡＸ  026-234-2369 

Ｅメール shogai-shien@pref.nagano.lg.jp 

障がい者支援課のホームページアドレス 

https://www.pref.nagano.lg.jp/shogai-shien/kensei/soshiki/ 

soshiki/kencho/shogaisha/index.html 

 

http://www.pref.nagano.lg.jp/shogai-shien/kensei/soshiki/

